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１．FIDICについて
１）FIDICの意味・歴史・採用組織
FIDICの意味は、国際コンサルティング・エンジニア連盟である。

FIDIC契約約款の原本はイギリスのICE契約約款と言われている。
建設工事の契約約款初版は１９５７年に発行された。
その後、１９８７年までに４回の改定があり、１９９９年に大幅な改定が行なわれた。
この１９９９年版が最新版であるが、現在でも１９８７年版（第４版）が使用されている契約も存在する。

国際援助機関では、世界銀行(IBRD、IDB)、アジア開発銀行(ADB)はじめ多くの国際開発援助プロジェクトで採用されている。
日本のODA資金による国際協力銀行(JBIC)を通じての開発援助プロジェクトでもほとんど採用されている。
また１部民間プロジェクトでも、国際入札では採用されている。
即ち、世界の国際開発援助資金プロジェクトでもっとも標準的に採用されている標準契約約款である。

この契約約款を理解すれば、アメリカ合衆国連邦政府の公共事業標準契約約款も内容がほぼ同じなので理解できる。
２）主なFIDIC契約約款の種類
①建設工事の契約条件書
②設計、施工契約約款
③エンジニアリングから調達、施工までのターンキィープロジェクトの契約約款
④短期契約約款
⑤発注者/コンサルタント間の標準役務契約条件書
⑥下請工事の契約条件書
⑦コンサルティング企業間共同企業体契約の標準約款
⑧国際的コンサルティング企業と発展途上国地元コンサルティング企業の間で締結される
下請契約の標準的契約約款

今回の講義では国際建設プロジェクトでもっとも多く使用されている「建設工事の契約条件書」についてのみ解説をする。


３）建設工事の契約条件書１９９９年改訂版について
この改訂は、１２年振りに行なわれ、全面的に大幅な改定が行なわれた。
主な改定点は
①条項が旧版(第４版)では７２条もあったものを２０条に再編成され集約された。
②契約に関するトラブルを最小限に押さえるため努力がなされている。
　例えば、クレイム条項を一つの条項にまとめている。
③紛争解決のための紛争裁定委員会(DAB)が新しく追加された。
④保証関連書類の追加がなされた。
⑤バリューエンジニアリング(VE)が新しく導入された。
⑥安全規定、環境関連規定、品質保証システム規定(ISO)が強化された。
⑦特記条件書で規定すべき項目が少なくなった。
⑧契約内容が詳細に明記されるようになったため、文字数で旧版(第４版)に比べて
　２倍に増えている。
２．建設工事の契約条件書解説
１）構成
　　契約条件書は一般条件書と特記条件書の２部構成となっている。
２）一般条件書(GENERAL CONDITIONS)
一般条件書は以下の２０項目より構成されている。
①一般規定(GENERAL PROVISIONS)
1.1:定義(DEFINITIONS)
契約条件書は一般条件及び特記条件を含み、この条件書に記載されている
用語の定義及び説明が記載されている。非常に重要。

1.2:解釈
1.3:コミュニケーション
1.4:法律と言語
1.5:書類の優先順位(PRIORITY OF DOCUMENTS)
i. 契約合意書
ii. 入札受諾書
iii. 入札状
iv. 特記条件
v. 一般条件
vi. 仕様書
vii. 図面
viii. 明細書
ix. その他契約を構成する書類(例えば、工程表や契約前のネゴ時の議事録や手紙
　　など)


　 書類に曖昧さ又は矛盾が見られる場合、エンジニヤは必要な説明又は指示を
   行なうものとする。

1.6:契約合意書(CONTRACT AGREEMENT)
契約合意書は入札受諾書(L/A)を受領してから２８日以内に締結するもので、
もっとも重要な書類である。
1.7:譲渡
1.8:文章の保管及び供与
1.9:図面又は指示の遅延(DELAYED DRAWINGS OR INSTRUCTIONS)
エンジニヤによる図面発行や指示が遅れた場合、クレイムの対象になり、
工期延長及び追加コスト支払いの調整が行なわれる場合もある。

1.10:請負者の書類の発注者による使用
1.11:発注者の書類の請負者による使用
1.12:機密事項
1.13:法律の遵守連帯責任
1.14:請負者

②発注者(EMPLOYER)
発注者に関する規定が記載されている。

2.1:現場への立入り権
2.2:許可、免許又は承認
2.3:発注者の要員
2.4:発注者の資金手配
2.5:発注者のクレイム(EMPLOYER’S CLAIM)
　　発注者が請負者に対し行なうクレイムで、支払い(減額)及び欠陥通知期間延長などの要求。

③エンジニヤ（ENGINEER）
発注者に関する規定が記載されている。

3.1:エンジニヤの義務と権限
3.2:エンジニヤによる委任(DELEGATION BY THE ENGINEER)
　　エンジニヤとは一般には設計会社(日本ではコンサルタント、外国ではエンジニヤ
　　リング会社)のことで、エンジニヤは適宜代理人(ASSISTANT)に任務の委譲及び
　　権限の委任、及び取消を行なうことが出来る。

3.3:エンジニヤの指示(INSTRUCTIONS OF THE ENGINEER)
    エンジニヤの指示は可能な限り書面で行なう。但し、口頭指示もあるので、請負者
    は口頭指示があった後、２就業日以内に書面による確認を行なうこと。この書面に
　　よる確認がなされない場合は、支払いや工期延長の対象にならない。

3.4:エンジニヤの交代
3.5:決定(DETERMINATION)
　　エンジニヤは問題案件に関し、請負者及び発注者と協議を行い合意に至るよう努力
    すること。合意に達しない場合は、契約に基づき公平な決定を行なうこと。
④請負者(CONTRACTOR)
発注者に関する規定が記載されている。

4.1:請負者の一般的義務
4.2:履行保証
4.3:請負人の代理人(CONTRACTOR’S REPRESENTATIVE)
　　請負者とは、一般的には建設会社のことであるが、国際建設プロジェクトでは商社
　　が請負者(元請)になり建設会社が商社の下請になる場合もある。
　　請負者は代理人(CONTRACTOR’S REPRESENTATIVE)を任命し請負者の権限を
　　与えなければならない。一般に日本で言う現場代理人で現場所長のことを言う。

4.4:下請者
4.5:下請契約の利便の譲渡
4.6:協力
4.7:計画位置の設定
4.8:安全の手続き
4.9:品質保証(QUALITY ASSURANCE)
　　請負者は品質保証システムを構築する必要がある。

4.10:現場データ(SITE DATA)
　　発注者は環境に関する事項や、地下の条件及び水理の条件に関連する、発注者
　　保有するすべてのデータを入札日の２８日以前に請負者の活用できるようにする。
　　但し、このデータの解釈は請負者の責任である。
　　さらに、請負者は現場及びその周辺に関するその他の入手可能な情報について、
　　既に調査及び検査済みであるものとみなされる。
　　従って、請負者は下記を含むすべての関連事項に関する知見を有するものとみな
　　される。
　　(a) 地下条件等の現場の形状と特性
　　(b) 水理及び気象条件
　　(c) 工事の実施及び完成、且つ欠陥修復のために必要となる作業や物資の範囲と特性
　　(d) 当該国の法律、法的手続き並びに労務に関する実務、及び
　　(e) 進入路、宿泊設備、設備、人員、電力、輸送、水道、及び他のサービス等、
　　　 請負者が必要とするもの。

4.11:受諾契約金額の充足性(SUFFICIENCY OF THE ACCEPTED CONTRACT 
　　　　　　　　　　　　AMOUNT)
　　請負者は
　　(a) 受諾契約金額の正確性と充足性、及び
　　(b) 前項4.10「現場データ」に基づいたものであることを納得したものと
　　　　みなされる。

　　契約金額には、契約上のすべての義務、並びに適正な工事の実施と完成及び
　　欠陥を修復するに必要なすべての事項をまかなうものでなければならない。

4.12:予見不可能な物理的条件(UNFORESEEABLE PHYSICAL CONDITIONS)
　　請負者が予見不可能と思われる、工事の実施中に現場で遭遇する自然の物理的条件
　　及び人工的並びにその他物理的障害や汚染に遭遇した場合、工期延長及び
　　追加コスト支払い要求のクレイムの権利を有する。
　　逆に、エンジニヤは入札時に予見した条件より現場条件が良好であれば、支払い
　　金額を調整して減額できる権利を有する。

4.13:通行権及び施設
4.14:妨害の回避
4.15:進入路
4.16:物資の輸送
4.17:請負者の機器
4.18:環境の保護
4.19:電力、給水及びガス
4.20:発注者の機器と無償供与資材
4.21:進捗報告書
4.22:現場の安全
4.23:現場における請負者の作業
4.24:化石


⑤指定下請者(NOMINATED SUBCONTRACTOR)
指定下請者に関する規定が記載されている。

5.1:指定下請者の定義(DEFINITION OF NOMINATED SUBCONTRACTOR)
　　契約書に指定下請として定義される下請者、又はエンジニヤが請負者に指示した
　　下請者。

5.2:指名に対する異議
5.3:指定下請者に対する支払い
5.4:支払いの証拠
⑥要員及び労務者(STAFF AND LABOUR)
6.1:要員及び労務者の雇用
6.2:賃金と雇用条件
6.3:発注者の役務者
6.4:労働法
6.5:労働時間(WORKING HOUR)
　　以下の場合を除き、現地で認知されている休日又は入札付属書類に定める正規の労働時間以外
　　　に現場作業を行ってはならない。
　　（a）契約に別途定める場合、
　　（b）エンジニヤが承諾する場合、又は
　　（c）作業が不可避であるか、人命や財産の保護又は工事の安全を守るために必要である場合。
　　　　この場合、請負者は直ちにエンジニヤに通知を行うものとする。

6.6:要員及び労務者用施設
6.7:健康と安全
6.8:請負者の指導監督員
6.9:請負者の要員
6.10:請負者の要員と機器に係る記録
6.11:秩序素乱行為
⑦プラント、資材及び施工技術(PLANT,MATERIALS AND WORKMANSHIP)
7.1:実施の方法
7.2:試供体
7.3:検査
7.4:試験(TESTING)
　　エンジニヤは、所定の試験の場所若しくはその詳細を変更するか、又は請負者に追加
　　の試験を指示する事ができる。変更又は追加試験の結果、試験されたプラント、資材又は
　　施工技術が契約に適合しない場合、この変更を実施する費用は契約の他の規定に関わりなく、
　　請負者の負担とする。請負者がこれらの指示に従ったために、若しくは発注者に責任が
　　ある事由による遅延の結果として遅延を来たし、及び／又は費用を要した場合、請負者
　　は工期延長及び追加コスト支払い要求のクレームの権利を有する。

7.5:拒否
7.6:欠陥の修復
7.7:プラントと資材の所有権
7.8:使用料


⑧工事の開始、遅延及び中断(COMMENCEMENT,DELAYS AND SUSPENSION)
8.1:工事の開始
8.2:工事完成期限
8.3:工程計画
8.4:完成期限の延長(EXTENSION OF TIME FOR COMPLETION)
　　請負者は完成期限の延長について、以下の理由のいずれかによって、完成期限を延長する
　　クレイムの権利を有するものとする。
　（a）変更、若しくは契約に含まれる工事項目の大幅な数量変化がある場合、
　（b）本条件書に関わる副条項に基づき、期間の延長の権利を有する遅延理由がある   場    合
　　   (c) 例外的な異常気象
    ( d）伝染病若しくは行政施策の変更に起因する予見不可能な要員若しくは物資の不足、又は、
   （e）発注者、発注者の要員若しくは現場における発注者のその他の請負業者に起因する
　　　全ての遅延、妨害若しくは予防行為。
8.5:公共機関に起因する遅延
8.6:工事の進捗度
8.7:遅延損害賠償(DELAY DAMAGES)
　　請負者が工事完成期限に従うことができない場合、請負者は［発注者のクレーム］条項
     に従い、この不履行による遅延損害額を発注者に支払わなければならない。
　　これらの遅延損害額は、入札付属書類により算定される合計額とし、関連する
     完成期限から引渡し証明書に定められた日までの全日数に対し支払われるものと
     する。但し、本副条項に基づく総額は、入札付属書類に定める遅延損害額の上限
    （ある場合）を上回ることはないものとする。

8.8:工事の中断(SUSPENSION OF WORK)
　  エンジニヤは、何時でも(書面にて)請負者に工事の全て又は部分の中断を指示することができる。

8.9:工事中断の結果(CONSEQUENCES OF SUSPENTION)
　　中断の結果として遅延を来たし、及び／又は費用を要した場合、請負者は
　　工期延長及び追加コスト支払い要求のクレームの権利を有する。

8.10:工事中断の場合のプラント及び資材の支払い
8.11:長期に渡る中断(PROLONGED SUSPENSION) 
     中断が、84日を超える場合、請負者はエンジニヤに工事続行の許可を要求できる
　　　エンジニヤが、要求を受けてから２８日以内に許可を与えない場合、請負者はエンジニヤに
　　　通知することにより、工事への影響箇所について、かかる中断を 条項13［変更と調整］
　　　による省略として処理することができる。
　　　中断が工事全体に影響を及ぼす場合、請負者は契約終了を通知することが出来る。

8.12:工事の再開
⑨完成試験(TEST ON COMPLETION)
9.1:請負者の義務
9.2:完成試験の遅延
9.3:再完成試験
9.4:完成試験不合格
⑩発注者への引渡し(EMPLOYER’S TAKING OVER)

10.1:工事と区間の引渡し(TAKING OVER OF THE WORKS AND SECTION)
　　副条項9．4［完成試験不合格］に定める場合を除き、発注者は、次の場合工事の引渡しを
　　受けなければならない。
　（i）副条項8．2［工事完成期限］に定める事項等を含め、工事が契約に従って完成した
　　　場合。但し、以下の（a）号で許容される事項を除く。
　（ii）工事の引渡し証明書が発行済みか、又は本副条項に従って発行済みとみなされる場合。

　　請負者は、エ事が完成し、引渡し準備ができると判断する14日前以降に、引渡し
    証明書の発行をエンジニヤに通知をもって申請することができる。
　　工事が区間に分割される場合、請負者は、各区間について同様に引渡し証明書の発行を
     申請することができる。
　　 エンジニヤは、請負者の申請受領後、２８日以内に以下を履行する。
　　（a）工事若しくは区間が契約に従って完成した日付を記載した引渡し証明書を請負者に
　　　　　発行する。但し、工事若しくは区間の所期の用途に実質的に影響しない軽微な未了作業、
　　　　　及び欠陥は除外する。又は、
　　（b）理由を述べ、引渡し証明書の発行のため請負者が行うべき作業を指定して、申請を却下
　　　　すること。その場合、請負者は、本副条項に基づく再通知が出される前にこの作業を
　　　　完成しなければならない。

10.2:工事の部分の引渡し(TAKING OVER OF PARTS OF THE WORK)
10.3:完成試験の阻害
10.4:地表面の復旧
⑪欠陥補償責任(DEFECTS LIABILITY)
11.1:未了工事の完成と欠陥の修復
11.2:欠陥修復の費用
1l.3:欠陥通知期間の延長(EXTENSION OF DEFECTS NOTIFICATION 
                       PERIOD)
　　工事、区間又はプラントの重要品目が（場合によって、及び引渡し後）、欠陥又は
　　損傷により、当初の目的に使用できない場合はその範囲内で、発注者は、［発注者
　　のクレーム］に従い、工事又は区間について欠陥通知期間を延長することができる。
　　但し、欠陥通知期間は2年を超えて延長されないものとする。

11.4:欠陥修復の不履行
11.5:欠陥工事の撤去
11.6:追加試験
11.7:立入り権
11.8:請負者による原因究明
11.9:履行証明書(PERFORMANCE CERTIFICATE)
　　請負者による義務の履行は、エンジニヤが履行証明書を発行して初めて完了したものと
　　みなされる。
　　エンジニヤは、欠陥通知期間（複数）の最も遅い満了日（複数）後28日以内か、又は
　　請負者が請負者の書類の全てを提供し、欠陥修復作業等の全ての工事を完成し
　　試験した後、できるだけ速やかに、履行証明書を発行する。履行証明書の写しは、
　　一部発注者に発行される。履行証明書の発行をもってのみ、工事の受領が成立するものと
　　みなされる。

11.10:未履行部分に関する義務
11.11:現場の取り片付け
⑫検測と費用算定(MEASURMENT AND EVALUATION)
12.1:検測の対象となる工事
12.2:検測の方法
12.3:費用算定
12.4:省略
⑬変更と調整(VARIATIONS AND ADJUSTMENT)
13.1:変更の権利(RIGHT TO VARY)
　　エンジニヤは、工事の引渡し証明書の発行前であるならば何時でも、請負者に対し指示
　　又は提案書提出の要求のいずれかにより変更を発動することができる。
　　請負者は、変更のために必要な物資をすぐに入手することができない旨、エンジニヤに
　　速やかに通知（裏付け資料とともに）しない限り、各変更を実施し、この変更に拘束
　　されるものとする。エンジニヤは、この通知を受け取り次第、指示の取消し、確認又は
　　変更を行うものとする。変更には次の事項が含まれる。

　（a）契約に記載される工事項目の数量の変更（但し、かかる変更は必ずしも変更とはならない）、
　（b）工事項目の品質及びその他特性の変更、
　（c）工事のいかなる部分の水準、位置、及び／又は寸法の変更、
　（d）一部の工事の省略（但し、他者が施工すべき場合を除く）、
　（e）関連する完成試験、ボーリング、その他の試験や実地調査等、本設工事に必要な工事、
　　　 プラント、資材若しくは役務の追加、又は
　（f）工事実施の順序若しくは時期の変更。


請負者は、エンジニヤが変更を指示又は承認しない限り、本設工事の変更、及び／又は修正を行わないものとする。

13.2:バリューエンジニアリング(VALUE ENGINEERING)
請負者は何時でも、それが採用された場合（請負者の意見として）、（i）工事完成を促進
する、（ii）発注者のエ事実施上、維持管理若しくは運営上の費用を低減する、（iii）完成する工事の効率若しくは発注者に対する価値を高める、又は（iv）その他発注者に利益となる提案を文書にてエンジニヤに提出することができる。
提案は、請負者の費用で作成し、副条項13．3［変更の手続き］に規定された項目を含むものとする。エンジニヤが承認する提案が、本設工事の一部の設計変更を含む場合は、当事者
双方が別段の合意をしない限り、次のとおりとする。

（a）請負者が、当該部分の設計を行う。
（b）副条項4．1［請負者の一般的義務］の（a）号から（d）号を適用する。且つ
（c）この変更の結果、その部分の契約金額の減少を招いた場合は、エンジニヤは、
　　　副条項3．5［決定］に従って、報酬を合意又は決定するための手続きを行うのとし、
　　この報酬は契約価格に含めるものとする。この報酬は以下の金額の差額の半分(50%)
　　とする。
（i）変更の結果として生じる契約額の減少。但し、副条項13．7［法制の変更による
　　 調整］及び副条項13．8［費用の変更による調整］に基づく調整を除く。及び
（ii）発注者からみた変更工事による価値の減少（ある場合）。これには、品質、
　　　予想寿命又は運転効率の低下が考慮される。

　但し、金額（i）が金額（ii）よりも少ない場合は、報酬は支払わないものとする。

13.3:変更の手続き
13.4:該当通貨による支払い
13.5:暫定金額(PROVISIONAL SUMS)
　　各暫定金額は、エンジニヤの指示に従う場合に限り、その全額又は一部を使用する
     ものとし、これに応じて契約価格を調整するものとする。請負者に対する支払い
     総額には、エンジニヤが指示した暫定金額の対象となる工事、支給品又は役務の
     ための金額のみが含まれる。エンジニヤは、各暫定金額に対して、以下の事項を
       指示することができる。
　（a）請負者が実施し、副条項13．3［変更の手続き］に基づき評価される工事
      （供給されるプラント、資材又は役務を含む）、及び／又は
　（b）請負者が（条項5［指定下請者］で定義される）指定下請者、又はその他から
        購入するプラント、資材又は役務。この場合、以下の項目が契約価格に含まれる。
　　　（i）請負者が支払った（又は支払われるべき）実費、及び
　　（ii）該当する明細書に定める関係料率（ある場合）を適用して、実費比率として
          算定される一般管理費及び利潤の額。
　　　　　このような料率がない場合は、入札付属書類に定める百分率が適用される。

　　請負者は、エンジニヤの要請に応じて、見積書、送り状、証票及び計算書又は領収書を
     証拠として提出するものとする。

13.6:常備作業(DAYWORK)
13.7:法制の変更による調整
13.8:費用の変更による調整

⑭契約価格と支払い(CONTRACT PRICE AND PAYMENT)
14.1:契約価格
14.2:前渡金
14.3:中間支払い証明書の申請(APPLICATION FOR INTERIM PAYMENT 
                            CERTIFICATE)
14.4:支払い予定表
14.5:工事用プラントと工事用資材
14.6:中間支払い証明書の発行(ISSUE OF INTERIM PAYMENT
                           CERTIFICATES)
14.7:支払い
14.8:支払いの遅延
14.9:保留金の支払い
14.10:完工計算書
14.11:最終支払い証明書の申請
14.12:契約上の債務の確定
14.13:最終支払い証明書の発行
14.14:発注者の債務の消滅
14.15:支払い通貨(CURRENCIES OF PAYMENT)
　　　契約価格は、入札付属書類に指定された通貨又は複数の通貨で支払う。
⑮発注者による契約終了(TERMINATION BY EMPLOYER)
15.1:修正の通知
15.2:発注者による契約終了(TERMINATION BY EMPLOYER)
　　請負者が契約に基づく義務違反があった場合の発注者よる一方的契約終了の権利が
　　細かく書かれている。

15.3:契約終了時の評価
15.4:契約終了後の支払い
15.5:発注者の契約終了の権利(EMPLOYER’S ENTITLEMENT TO 
                             TERMINATION)
　　発注者による契約終了の方法が書かれている。
⑯請負者による工事中断と契約終了(SUSPENSION AND TERMINATION BY CONTRACTOR)
16.1:請負者の工事中断の権利(CONTRACTOR’S ENTITLEMENT TO SUSPEND 
WORK)

請負者による工事中断の権利、再開及び工期延長、追加コスト支払い要求クレイムの
権利について細かく書かれている。

16.2:請負者による契約終了(TERMINATION BY CONTRACTOR)

請負者による契約終了の権利及び方法が書かれている。

16.3:工事の中止と請負者の機器の撤去
16.4:契約終了に伴う支払い
⑰リスクと責任(RISK AND RESPOSIBILITY)
17.1:補償(INDEMNITIES)
　　請負者は、以下の事項に関る一切のクレーム、損害、損失及び費用（弁護士費用と実費等）
      に対して補償し、発注者、発注者の要員及び発注者の各々の代行者に被害が及ばないように
      する。
　 （a）発注者、発注者の要員又は発注者の一切の代行者による契約上の過失、故意による行為
         及び契約違反に起因するものでない限り、請負者の設計（ある場合）、工事の実施と
         完成、並びに欠陥の修復に由来する、若しくはその過程で、又はそれらを原因として
         生じた身体的傷害、病気、疾病、又は死亡に対するもの。且つ、
　　（b）以下の範囲において発生した一切の財産、不動産又は動産（工事を除く）の損害と損失
           に対するもの。
　　　（i）請負者の設計（ある場合）、工事の実施と完成、並びに欠陥の修復に由来する、
            若しくはその過程で、又はそれに起因するもの。及び
　　 （ii）請負者、請負者の要員、請負者の各々の代行者、若しくは彼らに直接的に又は
　　　　   間接的に雇用される人による契約上の過失、故意による行為及び契約違反に
　　　　　　起因するもの。

　　発注者は、（1）発注者、発注者の要員又は発注者の一切の代行者による契約上の過失、
　　故意による行為並びに契約違反に帰因する身体的傷害、病気、疾病、又は死亡、並びに
　 （2）副条項18．3［人身傷害及び財産の損害保険］の（d）の（i）、（ii）、（iii）各号に記述
     される、賠償責任が保険対象から除外されている事項に関する一切のクレーム、損害、損失
    及び費用（弁護士費用と実費等）に対して補償し、請負者、請負者の要員、請負者の
    各々の代行者に被害が及ばないようにする。

17.2:請負者の工事の管理
17.3:発注者のリスク(EMPLOYER’S RISKS)
　　副条項17．4に規定されるリスクとは、以下のものをいう。
　（a）戦争、戦闘行為（宣戦布告の有無に拘りなく）、侵略、外敵の行為、
　（b）当該国における反乱、テロ行為、革命、騒動、軍事その他のクーデター、内戦
　（c）請負者の要員及び請負者や下請者のその他の被雇用者以外の者による当該国における暴動、
        動揺、又は混乱、
　（d）請負者が使用する弾薬、爆発物、イオン照射や放射能に起因する場合を除き、該当国における
　　　 弾薬、爆発物、イオン照射又は放射能汚染、
　（e）音速若しくは超音速で飛行中の航空機又はその他の飛行装置による圧力波、
　（f）契約に別段の定めのある場合を除き、発注者による本設工事の部分の使用、又は占有、
　（g）発注者の要員又は発注者が責任を負う者による工事の部分の設計、及び
　（h）予見不可能であるか、又は経験ある請負業者であっても適切な予防策を講ずることが
　　　　合理的に期待できないような自然力。

17.4:発注者のリスクの帰結(CONSEQUENCES OF EMPLOYER’S RISKS)
　　上記の副条項17．3に記述されているリスクのいずれかが、工事、物資又は請負者の書類に
　　損失や損害を与える結果になるような場合は、その範囲で請負者は速やかにエンジニヤ
　　に通知し、エンジニヤに要求される範囲において、その損失や損害を修復するものとする。
　　請負者がこの損失や損害を修復することにより、遅延を来たし、及び／又は費用を要した
　　場合は、請負者はエンジニヤに通知し、副条項20．1［請負者のクレーム］により工期延長
　　及び追加コスト支払い要求のクレイムの権利を有する。ただし、条項17．3［発注者の
　　リスク］の（f）号及び（g）号の場合は、貴用に加えて正当な利益も含まれるものと
　　する。

　　かかる追加通知の受領後、エンジニヤは副条項3．5［決定］に従い、これら事項について
　 合意文は決定するための手続きを行う。

17.5知的財産権及び工業所有権
17.6:賠償責任の限定
⑱保険(INSURANCE)
18.1:保険の一般要求事項
18.2:工事及び請負者の機器の保険
18.3:人身傷害及び財産の損害保険
18.4:請負者の要員の保険
⑲不可抗力(FORCE MAJEURE)
19.1:不可抗力の定義(DEFINITION OF FORCE MAJEURE)
　　「不可抗力」とは以下の例外的な事態又は状況を意味する。
　　（a）当事者の制御の及ばないもの。
　　（b）かかる当事者が契約の締結前に適当な対応策を講じ得なかったもの。
　　（c）発生時に、かかる当事者が適切に回避又は克服できなかったもの。且つ
　　（d）実質的に一方の当事者の責に帰さないもの。
　　不可抗力は、上記（a）から（d）の条件を満たす限りにおいて、以下に記載する例外的な事態
　　又は状況を含むものとするが限定はされない。
　（i）戦争、戦闘行為（戦争宣言布告の有無に拘らず）、侵略、外敵の行動
   (ii）反乱、テロ行為、革命、騒擾、軍事その他のクーデター、又は内戦、
　（iii）請負者の要員又は請負者及び下請者のその他被雇用者以外の者による暴動、動揺、混乱、
　　　 ストライキ若しくはロックアウト、
　（iv）請負者が使用する弾薬、爆発物、イオン照射や放射能に起因するもの以外の戦闘用弾薬、
　　　 爆発物、イオン照射又は放射能汚染、及び
   (v)地震、ハリケーン、台風又は火山活動等の天災。

19.3:遅延最小化の義務
19.4:不可抗力の結果(CONSEQUENCE OF FORCE MAJEURE)
　　請負者が、副条項19．2［不可抗力の発生通知］により既に通知された不可抗力により契約上、
　　義務のいずれかでもその遂行を阻害され、かかる不可抗力により遅延を来たし、及び／
　　又は費用を要した場合は、請負者は次のクレイム権を有するものとする。
　　(a）完成の遅延を来たし、又は遅延を来たす恐れのある場合、副条項8．4［完成期限の延長］
　　　 に基づく、かかる遅延に相当する期間の延長、及び
　 （b）その事態又は状況が、副条項19．1［不可抗力の定義］の（i）号から（iv）号に規定
　　　 される種類であり、（ii）号から（iv）号については当該国で発生した場合において、
　　　  かかる費用の支払い。


　　かかる通知の受領後、エンジニヤは副条項3．5［決定］に従い、これら事項について合意
　　又は決定するための手続きを行う。

19.5下請者に影響する不可抗力
19.6:任意契約終了、支払い及び解除
19.7法的な履行の解除
⑳クレーム、紛争及び仲裁(CLAIMS,DISPUTES AND ARBITRATION)
20.1:請負者のクレーム(CONTRACTOR’S CLAIM)
　　請負者が本条件書の条項に照らして若しくは契約に関連して、完成期限の延長、及び／又は
　　追加支払いの権利を有していると考える場合、請負者は、エンジニヤに、クレームの
　　原因となる事態又は状況を記述し、これを書面で通知しなければならない。
　　通知は実行できる限り速やかに、請負者が事態又は状況を認知した、若しく認知した時点から
　　２８日以内に行なうものとする。請負者が、かかる28日の期間内に書面でクレームの通知
　　を行わない場合、完成期限の延長はなされず、請負者は追加の支払いを受ける権利を有さず、
　　且つ発注者はクレームに関連する一切の責任から免除されるものとする。
　　これに該当しない場合は、本副条項の以下の規定が適用されるものとする。
　　請負者は、契約が必要とするその他の通知、及びかかる事態又は状況に関するクレイムの
　　裏づけ資料を提出する。

　　　請負者は、クレームを実証するために必要となる当時の状況記録を現場又はエンジニヤが
　　承諾する他の場所のいずれかに保管する。エンジニヤは、本件に関し、発注者の賠償責任を
　　認めることなく、本副条項に従って提出された通知を受け取った後に、その記録を検査し
　　請負者に引続き状況記録をとるように指示することができる。請負者は、工ンジニヤによる
　　全てのかかる記録の検査を容認し、（指示があれば）エンジニヤに写しを提出するものとする。
　　クレームの原因となる事態又は状況を請負者が認知した時点から（若しくは認知し得た時点
　　から）４２日以内又は請負者の提案に基づいてエンジニヤが承認した他の期間内に、請負者は
　　クレームと期間の延長の根拠、及び/又はクレームした追加支払いに関る完全な裏付け資料
　　を含むクレームの詳細をエンジニヤに送付するものとする。クレームの原因となる事態
　　又は状況が継続的な影響を有する場合は


（a）本クレームは完全な明細を伴ったものであっても、中間的クレームとみなす。
（b）請負者は、累積した遅延、及び／又はクレーム金額を示す追加の中間クレームを毎月
　　 送付し、エンジニヤにより適正に要求された追加の明細書を送付する。且つ
（c）請負者は、かかる事態又は状況による影響が終結してから28日以内又は請負者が
　　 提案しエンジニヤが承認する別の期間内に最終クレームを送付する。

クレーム若しくは従前のクレームを裏付ける追加の明細書を受け取ってから４２日以内
又は工ンジニヤが提案し請負者が認めた別の期間内に、エンジニヤはクレームの承認又は不承認を詳細な見解を添えて回答する。エンジニヤは、必要となる追加の明細書を求めることがあるが、いずれにせよかかる期間内に、クレームに対する基本的な考え方を回答するものとする。

各支払い証明書には、契約の関連規定に従って支払い義務ありと適正に立証されたかかるクレームの金額を記載する。明細書が、クレームの全てを立証するに十分ではない限り、又十分とはならない限り、請負者はクレームのうち立証できた部分に対してのみ支払いを受ける権利を有する。エンジニヤは、副条項3，5［決定］により、（i）副条項8．4［完成期限の延長］による完成期限の延長（ある場合）（期限が満了する前か後のいずれにおいても）、及び／又は（ii）請負者が権利を有する契約上の追加支払い（ある場合）の合意文は決定するための手続きを行うものとする。

本副条項の要求事項は、クレームに適用されることのある全ての他の副条項の要求事項に付加されるものである。請負者が本副条項若しくはクレームに関連する他の副条項を遵守しない場合は、本副条項の第2段落によりクレームが拒否されない限り、全ての期間延長、及び／又は追加支払いにあたっては、この不履行によって、クレームの適正な調査が妨げられ、又は損害を受けた程度（ある場合）が考慮されるものとする。

20.2:紛争裁定委員会の選任(APPOINTMENT DAB)
　　前項20.1により当事者間でクレイムが解決できない場合、20.4項による紛争裁定
　　委員会(DAB)に付託して裁定を求めクレイムを解決する手段がある。
　　この紛争裁定委員会メンバーの選任方法について書かれている。
　　
20.3:紛争裁定委員会選任の不一致
20.4紛争裁定委員会の裁定の取得(OBTAIING DAB’DECISION) 
　　紛争裁定委員会への付託方法、裁定、当事者双方の拘束、不服などについて
　　書かれている。
20.5:和解(AMICABLE SETTLEMENT)
紛争裁定委員会の裁定でも解決できない場合(不服申し立て)、次の解決方法としての和解に
ついて書いてある。
20.6:仲裁(ARBITRATION)
紛争裁定委員会の裁定及び和解でも解決出来ない場合の次の手段として国際仲裁により
最終的な解決方法がある。この国際仲裁について書かれている。

20.7:紛争裁定委員会の裁定への不服従(FAILURE TO COMPLY WITH DAB’S 
                                        DECISION)
20.8:紛争裁定委員会選任の期限
補遺
紛争裁定合意書の一般条件
３）特記条件書


一般条件書で規定されている条項の修正・変更及び一般条件書で規定されていない条項の
補足・追加など。
今回の講義では省略する。
４）標準様式：入札状、契約合意書、紛争裁定合意書

上記の各標準書式が添付されている。

上記の解説は、この契約条件書の本文から相当簡略している解説しているので説明不足になっている。
従って、各条項の詳しい説明は、(社)日本コンサルタント・エンジニヤ協会(AJCE)発行の
「建設工事の契約条件書、発注者の設計による建築ならびに建設工事」(レッドブック)を
参照のこと。
出典：１．建設工事の契約条件書 発注者の設計による建築ならびに建設工事 　第一版１９９９年
(社)日本コンサルタント・エンジニヤ協会(AJCE)発行
２．「Conditions of Contract for Construction FOR BUILDING AND ENGINEERING WORKS DESIGNED BY THE EMPLOYOR」　FIRST EDITION 1999　　FIDIC発行

